













































































Sewon 社（当時は Miwon 社）、Cheil	Jedang 社などの韓国勢で占められていた。1991年に米国の穀
物メジャーの一つである Archer	Daniels	Midland 社（以下「ADM 社」という。）が新規参入し、
ことに日米のメーカー間で熾烈な競争が勃発した。各社はシェアを確保するために廉売合戦を繰り











化され8、その一つは後に同タイトルで映画化までされたが、将来の ADM 社 CEO の有力候補とま
5	 飼料用アミノ酸としてのリジンにはリジン塩酸塩とリジン硫酸塩があるが、本件では前者である。






















断からと思われる。Cleary 法律事務所の担当弁護士であった John	Magney、Michael	Lazerwitz の
両氏はいずれも司法省に勤務経験のある検察官経験者であった。
　もちろん私は彼らとは初対面であり、場慣れした上司のやりとりを見ているほかはなかった。























































しても、かかる事実は賠償責任についての prima	facie	evidence とはならない。Nolo	Plea について
は、社内で誰も知る者はなく、恐る恐る弁護士に聞いてみたところ、「やってみる価値はある」とい


































































































































































































27	 ビタミンカルテル事件は EU 当局による調査が先行し、米国に伝達されている。
28	 EU 委員会で開催された公聴会では、韓国メーカーが代理人の力も借りずに、延々と日本企業の責任を述べていた。
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いと揶揄されがちな法務担当者も、実は重々承知していることなのである。担当者の事情を知らな
いのではなく、語れば火の粉を浴びることを承知で、立場上、苦言を呈すことも、しばしばである
のが真実である。
　上述の名取弁護士も指摘するとおり、法務部門の役割には、大別して、①法的アドバイス・契約
審査・紛争処理に代表される事業支援（Transaction	Support）と②コンプライアンス・内部統制・
法教育に代表される不正の防止・対応（Policing）があるとされるが、両者は別々に機能するもので
はなく、事案の性格に応じてバランスよく機能することが重要と思う。かつて法務部門には、今の
ようにコンプライアンスという言葉が定着するよりもずっと前に、問題行為の発見とダメだしに躍
起になっていた時期があったことは認めざるを得ない。このようなことから、他部門から、法務部
門の使命は監査機能であると誤解されたり、また、やたらと反対をする煙たい存在として扱われて
きたのであろう。これでは遺恨はできても、他の部門の人間が敬意を払うわけがない。大切なこと
は、法務部門は執行の一部であるという自覚と事業部門と協働の姿勢を崩さないこと、つまりどの
ようにすれば、依頼部門の意図を実現することができるかという問いを持ち続け、ともに悩むこと
が肝要と思う。その意味では実現困難と思われる事案があっても、代案が用意できなければ一人前
とは言えない。いまでもまだ、「法務部了承済み」という一言欲しさに“保険”を掛けに来る依頼者
はいないわけではないが、依頼者から一目置かれる存在、これこそが法務部門の理想像であろう29。
　通常の事業活動ではそうである。事業支援が主たる目的の場合は、経済的リスクの低減が重要で
あり、しかも、その判断はプラクティカルに、とされる30。代案も用意可能なことが多い。悩まし
いのは、本件のような暴かれた不正行為にどのように臨むかということである。名取弁護士の言葉
を借りれば、かかる状況の下ではインテグリティリスクの低減が重要で、しかも、その判断は厳格
でなければならないとされる。例えば、他者の利益を会社の利益に優先して守るような目論見を目
の当たりにしたとき、法務担当者としていかにふるまうべきなのであろうか。
　もちろん、かかる目論見は糺さなければならないが、この際の行動基準は、単に担当者の正義感
とか信念という情緒的なものではなく、いかに、ぶれずに自らの立ち位置を守り、合理的な考え方
に徹するということであると思う。法務部にありながら会社の利益に反する行為を黙認すること	
は、理由が何であれ、法務人という以前に、企業人として失格であろう。また、時に会社の利益を
優先し、時に他者の利益を優先するような融通無碍な態度では、特定の向きからは感謝されても、
職業倫理に反することは明らかであり、到底、周囲の信頼を得ることはできまい。「人によって立場
を変える」という姿は存外に、外からははっきりと見えるものである。
　また、正義感や信念のようなものを物差しとするのもいかがなものか。正義感も信念も人により
29	 企業内弁護士の役割について、本間正浩「企業内弁護士の意義」岡山大学法科大学院　臨床法務研究第18号　P.48
以下。
30	 脚注３参照。
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区々である。立ち位置がぶれなければ、誰の利益が第一なのかは明白である。誰のために、何をす
ることが必要なのかという、ごく単純な命題を虚心坦懐に、かつ合理的に解いていくほかはないと
思う31。他者の姿を浮かべながら、協力のタイミングを失することで、本人たる企業に損害を与え
るなどは、到底、合理的な行動とは説明できないであろう。とりわけ、わずか数年前に同様の事件
を起こし、世間の耳目を集めていたにもかかわらず、確たる根拠もなしに政府に抗い、経済的損害
のみならず、企業の名声に傷をつけてしまっては、その痛手は関与した役員、従業員にとっても延々
と続くものである32。
⑵　企業法務と法曹資格
　法務部を訪ねる人は担当者の個人的見解や感想を求めてくるのではなく、法的見解であることは
明々白々である。法的見解には論理が必要であり、論理の扱いに長けているという点では、そのよ
うな訓練を受けた有資格者は有利であろう。その意味では法曹資格はあるに越したことはない。も
っとも、私なりに考える企業法務の行動基準が叙上のものであるならば、法曹資格は不可欠という
ことでもなかろう。わが社にも有資格者は国内外含めて４名いるが、実のところ、法曹でなければ
できない業務、たとえば訴訟代理などを担当することはまずない。期待値はあくまで Business	
Lawyer としてのそれであり、実務では、訴訟が起こっても企業内弁護士を張り付けるよりは、大
抵は外部の弁護士に依頼することになろう。その意味では、「資格がなければできない仕事」という
ものは企業法務の世界では存外に少ないのであって、法科大学院修了者でも法務部員としての資格
は十分であると言える。優秀な法務担当者として大成するかどうかは、資格や知識のほかにも、性
格や柔軟な発想力、瞬発力、依頼者の真の要請を理解する力など、いくらでも、ほかに要素はたく
さんあるのである。
　会社の規模や展開する地域の幅などによって、取り扱うテーマは会社によって違う。リジン国際
カルテル事件もグローバル企業ならではの事件であり、どの会社にいても巡り合うという性質のも
のではない。法務部員は経験がものをいう仕事であり、扱った事案で成長する。不思議なことに、
その人のキャリアにとって画期的な出来事となる事案、事件というものは必ず巡ってくる。海外の
法律や大型取引に関心のある向きは、自らを成長させる舞台たりうるかを見極めたうえで、進んで
戸を叩いていただきたいものだと思う。
31	 例えば以前、出向先の法務知的財産部長を務めていたとき、味の素社との取引で味の素社に対していささか不利な
合意となったことがあったが、これも正義感や信念からきたというよりは、出向先の株主からの差止請求などによ
って肝心の取引自体が遅延するなどを防ぐという目的のためであった。
32	 米国司法省反トラスト局のホームページからその名が消えることはないし、起訴は時効にかからないので、記載さ
れた個人については、Border	Watch も延々と続く。核酸カルテル事件では、起訴された従業員についてアメリカ
域内ではなく、国際刑事警察機構（INTERPOL）の国際指名手配までされていた。その加盟国は192の国と地域な
ので、事実上、海外には渡航できないことを意味する。
